
参考資料

総務省⾃治⾏政局公務員部応援派遣室

資料２ー２南海トラフ地震・首都直下地震等大規模災害時の応援の
あり方に関する検討会（第３回）（R3.6.10）



「災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の推薦について（依頼）」
（令和３年３月31日付け公務員部長通知）
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○重点受援県の陸上隊は、対象地震発生後１週間は後発地震に備え、地元で警戒業務を行い、応援は行わない。

○重点受援県の航空小隊は、転用容易のため、出動が可能な場合、応援を行うことができるものとする。

【想定震源域の東側でＭ８クラスの地震が発生した場合の応援出動イメージ】
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南海トラフ地震発生時の出動イメージ

（第１回検討会 消防庁説明資料「南海トラフ地震等における緊急消防援助隊アクションプランについて」８ページ）



≪県（市）応援隊の編成イメージ≫
○ 応援隊の責任者（１名）： ＧＡＤＭ登録されている者で、複数支援チームの運用を始めとした隊全体の

統制を行う知見のある者（今後、こうした者を養成するための研修及び
研修修了者の登録の仕組みを設けることの検討も必要と考えられる）

○ 統括班（２～３名） 派遣元地方公共団体との連絡調整、各班の運用 等
１名は応援被災都道府県の災害対策本部へ連絡要員として派遣

○ 後方支援班（２～３名）： 応援隊活動のために必要な物資の調達・管理、宿の手配 等

○ 応援班（応援市区町村ごとに編成） 総括支援チーム（基本的に応援市区町村の災害対策本部へ）
対口支援チーム

・ 総括支援チームは地域ＧＡＤＭ等と連携・引継ぎを実施
・ 各市区町村は受援計画に基づいて応援班を受入れ

県（市）応援隊のイメージ
（第２回検討会資料「論点の整理と対応の方向性（案）」７ページ）

対口支援チーム

責任者 統括班

a市班

後方支援班

b町班

被災都道府県災害対策本部に常駐

・・・ 支援物資の調達、管理、宿の手配等

総括支援チーム 〔a市災対本部に常駐〕

対口支援チーム

総括支援チーム 〔b町災対本部に常駐〕

上記以外・・・各班の編成、運用

〔県（市）活動本部〕
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：連絡要員等派遣 ：応援要請 ：応援派遣

発災時のフロー（イメージ）
（第２回検討会資料「論点の整理と対応の方向性（案）」10ページ）

時間 政府 総務省
全国知事会等

ブロック
幹事県等 応援県等 被災ブロック

幹事県等 被災都道府県 被災都道府県内
市区町村

１⽇⽬
（発災）

２⽇⽬
〜３⽇⽬

４⽇⽬
（発災後
72時間）

〜

確保調整本部
災害対策本部

現地調整会議県（市）応援隊

総括支援チーム

対口支援チーム

緊急災害
対策本部

〔AP発動〕

災害対策本部

県（市）活動本部

県（市）応援隊

・応援要員の増
・応援チームの増

〔緊援隊AP発動〕

連絡要員
派遣

連絡要員
派遣

連絡要員派遣

都道府県内
GADM等派遣

状況確認

派遣要請

調整・決定 出動要請

応援

各市町村の受援計
画を基本とした対応

調整・決定 出動要請

追加
派遣要請

現地対策
本部 ブロック内

GADM等派遣

県内の被害の小さい
市町村からの応援職員

アクションプラン作成時には、
ブロック内で甚大被害が想定
されない県等とすることが必要

（必要に応じ）
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内閣府「防災における行政のNPO・ボランティア等との連携・協働ガイドブック」（平成30年４月。抜粋）
（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf） 39ページ

※ 本ガイドブックにおいては、
初動期：「災害」から「災害VC開設」まで
応急期：「災害VC開設」から「仮設住宅⼊居開始」まで
復旧・復興期：「仮設住宅⼊居開始」以後 と定義している。
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